
県民総ぐるみで飲酒運転根絶！県民総ぐるみで飲酒運転根絶！
「飲酒運転をしない　させない　許さない」「飲酒運転をしない　させない　許さない」

県流通・加工推進課 電話：098ｰ866ｰ2255 FAX：098ｰ862ｰ7519お問い合わせ

県民みんなで共有する、沖縄の将来像

第8回 県産農林水産物のトータルプロデュース～県外販促、地産・地消、6次化の取り組み～

県外販促
　県外で沖縄の果物や野菜をより高く売っていくた
めに、県外スーパー、飲食店等で、いろいろなフェ
アを行っています。たとえば、
●とても甘くて真っ赤なマン
ゴーの高級ブランドを作る。
●高級フルーツ店で、県産マン
ゴーやパインアップルのフェ
アを行う。
●県産シークヮーサーとその
ジュースを、本土の飲料メーカー等に使ってもら
うような営業活動を行う。
●冬の時期に、沖縄県産野菜（トマト、オクラ、カボ
チャ、インゲンなど）のフェアを行う。
　以上のような活動を行い、沖縄の果物や野菜の「ブ
ランド化｣を進めています。

　農林水産部　流通・加工推進課では、農産物を収穫した後の流れ、つまり流通・加工・販売面での取り組
みを行っています。

　地産地消とは、「地元で生産さ
れたものを地元で消費する」こと
を意味しており、次のようなメ
リットがあります。
●地元で採れたものだから新鮮。
●誰が作ったかがわかるから安
全・安心。
●県外で作られたものよりも運ぶ距離が短いので、
環境にもやさしい。
●地元の農家の収入になり、農家が元気になる。ま
た、地域の活性化にもつながる。
　県では、このようなメリットのある地産地消を推
進するため、様々な取組を行っています。
●学校給食や飲食店での地元野菜等の利用促進。
●県産農林水産物の旬や産地、食べ方などをPR。
●農林水産物の直売施
設（ファーマーズマー
ケットなど）の活性化
支援。

６次産業化（１次産業×２次産業×３次産業）
　６次産業化とは、農林漁業者（第１次産業）が、その生産物の価値をさらに高める
ために、食品加工（第２次産業）、流通販売（第３次産業）にも取り組むことをいいます。
県では、６次産業化を進めるための取り組みとして、
●６次産業化の相談窓口（沖縄県６次産業化サポートセンター）の設置
●加工やマーケティングなどの専門家による、個別研修を行っています。

6次産業化・商品例

地産・地消

2県 の 動 き

お問い合わせ

沖縄県及び県内41市町村は、平成29年度課税分から、
原則全ての事業主を特別徴収義務者に指定することを
一斉に実施します。
「従業員の給与から所得税は源泉徴収しているけど、個人住民税は天引き
（特別徴収）していない」ということはありませんか？まだ個人住民税を特別
徴収していない事業主の方は、特別徴収への移行をお願いします。

特別徴収の手続きについて…各市町村住民税担当課
県の取組について…県市町村課098-866-2134、県税務課098-866-2101

　個人住民税の特別徴収とは、事業主（給与支払者）が所得税の源泉徴収と同じように、従業員
（納税義務者）に代わり、毎月従業員に支払う給与から個人住民税を引き去り（給与天引きし）、納
入していただく制度です。
　事業主（給与支払者）は特別徴収義務者として、法人・個人を問わず、全ての従業員について、個
人住民税を特別徴収していただく必要があります。

個人住民税の
特別徴収とは

※土日、祝日と重なる場合は次の平日

①給与支払報告書の提出
　（１月３１日まで）

③特別徴収税額の通知
　（５月３１日まで）

⑥税額の納入
　（翌月１０日まで）

④特別徴収税額の通知
　（５月３１日まで）

（　　　　　　　　　）
⑤個人住民税の徴収
　 ６月から翌年の５月まで
　 毎月の給料支払日に天引き
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個人住民税の
特別徴収のしくみ

○毎月、給料から天引きされるため納め忘れがありません。
○一人ひとりが毎期ごとに金融機関に出向く手間を省くことができます。
○１年分の税額を12回に分けるため、1回あたりの納付額が少なくなります。 （普通徴収は年４回）
　従業員の方は、特に手続きをする必要はありません。

従業員の
皆さまへ

○所得税と異なり、税額計算や年末調整の必要はありません。
○従業員が常時10人未満の事業所は、申請により年12回の納期を年２回にすることができます。
　事業主が毎年１月31日までに提出することとなっている給与支払報告書を各市町村の住民税
担当課へ提出すると、５月中に各市町村から特別徴収税額の通知があり、６月から特別徴収を開始
します。

事業主の
皆さまへ

　年度途中に従業員を雇用し特別徴収を開始する場合、又、従業員が退職し特別徴収ができなくな
る場合は、翌月10日までに所定の書類（異動届等）を各市町村の住民税担当課に提出する必要があ
ります。詳しくは、各市町村の住民税担当課へお問い合わせください。

年度途中に従業員の雇用、退職等があった場合

広告
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